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国内不動産信託受益権の譲渡に関するお知らせ 

（コジマ×ビックカメラ柏店） 

 
 トップリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産運用会社であ

るトップリート・アセットマネジメント株式会社は、本日、以下のとおり、コジマ×ビックカメラ柏店

（以下、「本物件」といいます。）を対象とする国内不動産信託受益権（以下、「本件信託受益権」といい

ます。）の譲渡を行うことについて決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 譲渡の概要 

資 産 名 称 コジマ×ビックカメラ柏店 

譲 渡 予 定 資 産 国内不動産を信託財産とする信託受益権 

譲 渡 契 約 締 結 日 平成 28年５月 26日 

引 渡 予 定 日 平成 28年８月 25日 

譲 渡 先 非開示（注１） 

譲 渡 予 定 価 格

（注２） 
4,430 百万円 

帳 簿 価 額

（平成 28年 4月末現在） 
4,610 百万円 

譲渡予定価格と帳簿価額の差額

（注３） 
▲180 百万円 

（注１） 譲渡先より開示することにつき同意が得られていないため非開示としています。 

（注２） 信託受益権売買契約書等に記載された売買代金（消費税等相当額を除きます。）であり、

譲渡に係る諸経費、公租公課等の精算金等は含みません。 

（注３） 譲渡予定価格から上記記載の帳簿価額を控除した金額を記載した参考値であり、売却時点

の数値とは異なります。 

 

2. 譲渡の理由 

本物件建物は、竣工後約 16 年が経過しており、相応の設備更新等の必要性が想定されたことから、修

繕更新計画の再検証を実施したところ、修繕更新工事の他、建物の一部について補強工事が必要な状況

が確認されました。かかる状況下、本物件について将来発生しうる工事費用の負担等の保有リスクや譲

渡の可能性及びその影響等についての検証を行ってきました。その結果、不動産売買市場が活況を呈し

ている現時点で本件信託受益権を売却することが、将来のリスクを回避するとともに、本投資法人の利

益に資するという結論に至り、譲渡を決定しました。なお、譲渡予定価格は、鑑定評価額を基礎として、

補強工事等に要すると見込まれる現時点の想定金額等を考慮して決定しております。 

なお、本件信託受益権の譲渡により得られる資金については、手もと資金として金融機関に預け入れ

ます。 



 

 

3. 譲渡予定資産の内容 

資 産 名 称 コジマ×ビックカメラ柏店 

特 定 資 産 の 種 類 国内不動産を信託財産とする信託受益権 

信 託 受 託 者 三井住友信託銀行株式会社 

所 在 地 （ 住 居 表 示 ） 
A 棟：千葉県柏市大山台一丁目 10番 

B 棟：千葉県柏市大山台一丁目 29番 

用 途 店舗 

構 造 ・ 階 数 
A 棟：鉄骨造陸屋根 4階建 

B 棟：鉄骨造陸屋根 3階建 

面    積 

土 地 19,053.98 ㎡ 

建 物 
A 棟：10,090.80 ㎡ (延床面積) 

B 棟：10,346.56 ㎡ (延床面積) 

所 有 形 態 
土 地 所有権 

建 物 所有権 

竣 工 年 月 平成 12年 9 月 

用 途 地 域 準住居地域、第 2種住居地域 

譲 渡 予 定 資 産 の 取 得 日 平成 25年 11月 28 日 

譲 渡 予 定 資 産 の 取 得 価 額 4,500 百万円 

鑑 定 評 価 

鑑定評価額 4,940 百万円 

価 格 時 点 平成 28年４月 30日 

評 価 機 関 一般財団法人日本不動産研究所 

テナントの内容 

テナント総数 1 （注 1） 

賃貸事業収入 非開示 （注２） 

敷金・保証金 非開示 （注２） 

稼 働 率 

平成 27年 

12 月 

平成 28年 

１月 

平成 28年 

２月 

平成 28年 

３月 

平成 28年 

４月 

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

賃 貸 面 積 
A 棟：10,090.80 ㎡ 

B 棟：10,346.56 ㎡ 

賃貸可能面積 
A 棟：10,090.80 ㎡ 

B 棟：10,346.56 ㎡ 

・「用途」、「構造・階数」、「面積」、「竣工年月」は、登記簿上の表示をもとに記載しています。 

（注１） 株式会社コジマに一括賃貸していますが、A 棟は同社から 2 社に転貸されており、B 棟は

同社から 3社に転貸されております。 

（注２） 本件不動産の賃貸事業収入および敷金・保証金についてはテナントの承諾が得られていな

いため開示していません。 

 

 

4. 譲渡先の概要 

譲渡先より開示することにつき同意が得られていないため非開示としています。なお、譲渡先は国

内事業会社であり、平成 28 年４月 30 日時点において、本投資法人の投資口の保有はありません。ま

た、本日現在、本投資法人及び資産運用会社と当該譲渡先との間には、特筆すべき資本関係、人的関

係及び取引関係はなく、本投資法人又は資産運用会社の関連当事者ではありません。 

 

 

5. 媒介の概要  

本件信託受益権の譲渡にかかる該当事項はありません。 

 

 

 



 

 

6. 利害関係人等との取引  

本件信託受益権の譲渡に際しては、資産運用会社の定める利害関係者との取引を行いますが、当該

取引の条件等について十分な検証を行うため、資産運用会社の定める「利益相反取引規程」に従い、

リスク・コンプライアンス委員会、投資運用委員会及び取締役会に付議し、決議を得ております。 

不動産管理処分信託における信

託受益権の譲渡承諾 

本件信託受益権の譲渡にあたり、信託受託者である三井住友信

託銀行株式会社に対して、受益権売却にかかる処分信託報酬 500

千円（消費税等相当額を除きます）を支払う予定です。 

 

 

7. 決済方法 

引渡時一括決済を予定しております。 

 

 

8. 譲渡の日程 

譲 渡 決 定 日 平成28年５月26日 

信託受益権譲渡契約締結日 平成28年５月26日 

売 買 代 金 受 領 日 平成28年８月25日（予定） 

信託受益権の移転日（譲渡日） 平成28年８月25日（予定） 

 

 

9. 運用状況の見通し 

本件信託受益権の譲渡においては、譲渡予定価格が帳簿価額を下回る見込みです。本件信託受益権

の引渡予定日は平成 28 年８月 25 日であり、本投資法人の平成 28 年 10 月期（第 21 期：平成 28 年５

月１日～平成 28 年 10 月 31 日）に該当しますが、本日付の譲渡決定に伴い、会計上、平成 28 年４月

期（第 20 期：平成 27年 11 月１日～平成 28年４月 30 日）に本件信託受益権の譲渡に係る減損損失を

計上する予定です。当該減損損失計上額は現時点で 181 百万円を見込んでいますが、平成 28年４月期

における賃貸事業費用及び営業外費用が予想時に比べ減少したこと及び内部留保の一部取り崩しを予

定していること等により、平成 27 年 12 月 16 日付 「平成 27 年 10 月期決算短信」で公表しました平

成 28年４月期の１口当たり分配金に与える影響は軽微であり、運用状況の見通しの修正は行いません。 

また、平成 28 年 10 月期（第 21 期：平成 28 年５月１日～平成 28 年 10 月 31 日）につきましては、

二か月強の本件信託受益権の収益及び費用が減少しますが、運用状況の見通しに与える影響は軽微で

す。 

なお、本投資法人及び野村不動産マスターファンド投資法人（以下「NMF」といいます。）が本日付

で別途公表の「野村不動産マスターファンド投資法人及びトップリート投資法人の合併契約締結に関

するお知らせ」のとおり、本投資法人は本日付で、NMF を吸収合併存続法人、本投資法人を吸収合併消

滅法人とする合併契約を NMF と締結しています。合併効力発生日は平成 28 年９月１日の予定であり、

本投資法人の効力発生日の直前の営業期間は平成 28年５月１日～平成28年８月 31日となる予定です。 

 

 

10. 鑑定評価書の概要 

鑑 定 評 価 額 4,940,000,000円 

鑑定評価機関の名称 一般財団法人日本不動産研究所 

価 格 時 点 平成28年４月30日 

（単位：千円） 

項  目 内  容 根 拠 等 

収益価格 
4,940,000 

直接還元法による収益価格と DCF 法による収益価格は同程

度の規範性を有すると判断し、両価格を関連づけ試算 

 直接還元法による価格 4,960,000  

 運営収益 315,320  

 

潜在総収益 315,320 

賃貸借条件・テナントの家賃負担力等を勘案し、現行の賃貸

借条件に基づく貸室賃料収入、並びに電柱設置の敷地料を計

上 



 

 

空室等損失 0 
賃借人の状況・商業施設としての競争力等を勘案し、空室等

損失は計上しない 

運営費用 45,316  

 
維持管理費 0 

日常的な管理・運営については賃借人が自ら行うこととなっ

ているため計上しない 

 水道光熱費 0 賃借人負担であるため計上しない 

 

修繕費 1,475 

過年度実績額を参考に、今後の管理運営計画、類似不動産の

費用水準及びエンジニアリング・レポートにおける修繕更新

費の年平均額等を考慮のうえ計上 

 プロパティマネジ

メントフィー 
2,400 

契約条件に基づく報酬額等を参考に、類似不動産における報

酬料率、対象不動産の個別性等を考慮して計上 

 
テナント募集費用

等 
0 

長期契約期間一括賃貸されていることから、新規テナントの

募集に際して行われる仲介業務や広告宣伝等に要する費用

等については計上しない 

 公租公課 40,985 公租公課関係資料に基づき計上 

 
損害保険料 456 

保険契約に基づく保険料及び類似の建物の保険料率等を考

慮して計上 

 その他費用 0 計上すべき特段の費用はない 

運営純収益 270,004  

一時金の運用益 6,306 運用利回りを 2.0％として査定 

資本的支出 3,613 

今後見込まれる支出を毎期平均的に積み立てることを想定

し、類似不動産における資本的支出の水準、築年数やエンジ

ニアリング・レポートにおける修繕更新費の年平均額等を勘

案し査定 

純収益 272,697  

還元利回り 5.5％ 

還元利回りは最も投資リスクが低いと認められる不動産の

利回りを基準とし、対象不動産の店舗競争力、契約条件等、

及びその他条件に起因するスプレッドを加減するとともに、

将来における不確実性や類似不動産に係る取引利回り等を

総合的に勘案し査定 

DCF法による価格 4,910,000  

 
割引率 5.2％ 

類似不動産の投資利回り等を参考に、対象不動産の個別性等

を総合的に勘案し査定 

最終還元利回り 5.7％ 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資利回りの将来動

向、投資対象としての対象不動産の危険性、今後の経済成長

率の一般的予測や不動産価格及び賃料の動向等を総合的に

勘案し査定 

積算価格 4,170,000 － 

 土地比率 78.4％ － 

建物比率 21.6％ － 

 

その他、鑑定評価機関が鑑定評価に当たって留

意した事項 
－ 

 

以 上  

 

＜添付資料＞ 

参考資料  本件信託受益権の譲渡後のポートフォリオ一覧  

 

※ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会  

※ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.top-reit.co.jp/ 

http://www.top-reit.co.jp/


 

 

参考資料  本件信託受益権の譲渡後のポートフォリオ一覧 

 

用 途 地 域 不動産等の名称 

取得価額

（百万円） 

（注 1） 

投資比率 

（％） 

（注 2） 

オフィスビル 東京都心部 日本電気本社ビル 41,950  22.6 

    
晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーY 
33,000  17.7 

    
晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーZ 
20,000  10.8 

    神田錦町三丁目ビルディング 12,700  6.8 

    赤坂王子ビル 9,660  5.2 

    芝公園ビル 6,145  3.3 

    新宿 EASTビル 5,800  3.1 

    新川中央ビル 5,610  3.0 

    銀座王子ビル 2,000  1.1 

  東京周辺都市部 ファーレイーストビル 2,091  1.1 

  小計（10 物件）   138,956  74.7 

商業施設 東京周辺都市部 相模原ショッピングセンター 12,000  6.5 

    イトーヨーカドー東習志野店 8,900  4.8 

    武蔵浦和ショッピングスクエア 4,335  2.3 

   その他主要都市 メルビル 1,210  0.7 

  小計（４物件）   26,445  14.2 

住宅 東京都心部 トップレジデンス日本橋茅場町 2,400  1.3 

  東京周辺都市部 深沢ハウスＨＩ棟 10,635  5.7 

    エコロジー豊洲プロセンチュリー 5,160  2.8 

    インプレス武蔵小金井 1,223  0.7 

    トップレジデンス用賀 1,165  0.6 

  小計（５物件）   20,583  11.1 

合計（19 物件）   185,984  100.0 

(注１) 取得価額は、各資産の取得に係る不動産売買契約書又は信託受益権売買契約書等に記載された

売買代金（本体価格）を記載しています。 

(注２) 投資比率は、取得価額総額に対する各不動産・各用途毎の比率を、小数第２位を四捨五入して

記載しています。 

 

 


